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平 成 2 3 年 度  第 2 回 人 材 育 成 ・ 勤 務 評 定 委 員 会  

平成 23 年 12 月 5 日（月）午後 3 時～（法勝寺庁舎大会議室） 

 

□副町長  □総務課長  □企画政策課長  □産業課長  □教育次長 

□町職労委員長  □町職労書記長  □行革専門員  書記 

 

１．会長あいさつ 

    

２．平成 23 年度の人事評価について 

  ・今の制度の中で、現行シートに基づきコーチングをやるということを徹底する。 

  ・全員がコーチングを実施する。 

  

   平成 23 年度 10 月実施コーチング状況・・・別紙 

 

３．23年度勤務評定結果の反映状況
12月勤勉手当　　２０％以内
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 課長により、勤務評定結果を本人告知（12 月 1 日から 10 日） 

  12 月 10 日、評定結果を勤勉手当へ反映 

 

○苦情の受付は、１２月１０日から１月１０日まで(掲示版にて周知） 

 

プロジェクトボーナス（所属業務以外の取組姿勢） 

 ・実際の評価の守備範囲から外れたところで頑張ってくれた職員に出すボーナス 

  東日本震災復興支援職員・・・１２名 
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４．平成 24 年度の人事評価について 

・平成23年度までの評価を１００％から９０％(案）下げ、平成24年度は加点項目を追加する。

・目標管理を行うことで、業務のむだをなくす

・民間は、やって当たり前、やらないものはマイナスの考え方でしっかりと行うこと

（イメージ図） 割合(案） 決定割合

【評価項目】

+

構成比 18点

２０点
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業務への取組姿勢 90％

加点項目(案）

プロジェクトボーナス
（所属業務以外の取組姿勢）

業務への取組姿勢

研修、自己研鑽

 

（イメージ図） 割合(案） 決定割合

【評価項目】

+

構成比 18点

２０点

加点項目(案）

プロジェクトボーナス
（所属業務以外の取組姿勢）

90％

研修、自己研鑽
業務への取組姿勢

100%
業務への取組姿勢

10%
業務目標に対する成果

（業務の遂行量、遂行姿勢、進捗
監理能力など）

 

業務目標は今はむずかしいので継続協議とする 

 

５．評定の反映についての確認 

平成 22 年度以降の評定結果の反映については、以下のとおり給与への反映を行うことについて

検討を継続 

№ 評  点 昇 給 号 数 評価方法 

１ １ ０号 

絶対評価とする 

２ ２ ２号 

３ ３ ４号 

４ ４ ６号 

５ ５ 8 号 

  

６．上位の職に昇格するための資格基準ならびに資格要件・・・平成 20 年度から適用 

  上位の職に昇格する資格を得るための要件を以下の表のとおり定め、平成 20 年度から適用する。 

番 号 項         目 判断基準 

（１） 
基準在級年数（上乗せ措置を講じた場合の在級年

数を含む） 
必 須 

（２） 勤務評定結果についての要件 必 須 
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（３） 研修等に関する要件 

№１ 階層研修 必 須 

№２ 課題研修 室長、課長昇格時には必須 

№３ 国、県等への派遣研

修 

優先順位 

（４） 自己向上要件（「職員提案制度」による提案） 室長、課長昇格時には必須 

※ 上記のほかに昇格の判断は、本書末尾にある「【参考】職務の各級において達成する要件」

を加味して決定する。 

※ 資格要件の達成後に直ちに昇格、という意味ではなく、あくまで「昇格資格を得た」と

いうこと。 

【以下は、３の（１）～（４）・「上位の職に昇格するための資格基準ならびに資格要件」の説明】 

（１） 在級期間の上乗せについて 

昇格予定前の級の勤務評定成績が平均４以上である場合、昇格予定前の在級年数に２０％の上

乗せをして在級年数とすることができる。 

【参考：基準在級年数】 

昇格内

容 

２級に昇格す

るために必要

な１級の在級

年数 

３級に昇格す

るために必要

な２級の在級

年数 

４級に昇格す

るために必要

な３級の在級

年数 

５級に昇格す

るために必要

な４級の在級

年数 

６級に昇格す

るために必要

な５級の在級

年数 

必要在

級年数 
８年 ４年 ４年 ２年 ２年 

※ ２級昇格の基準である８年は、高校卒を想定。短大ならびに高専卒の場合は、6 年、大学卒の

場合は、基準在級年数は４年となる。 

※ 必要在級年数は、所定の年数に達すると昇格するという意味ではなく、あくまでも昇格の基準

をクリアしているという理解をしてください。 

 

（２）勤務評定結果についての要件 

昇格する年度直前の 3 年間の勤務評定が各年３点以上であること。 

 

（３）研修等に関する要件 

職員が受講する研修等について、以下のとおり昇格へ反映していく。 

ただし、疾病や障がい等、特に考慮すべき深刻な事由により研修受講が困難であったと判断

した場合は、研修履歴を昇格の基準として用いない。 

№ 研修

等の

分類 

研修等内容 昇格への反映 

１ 
階 層

研修 

主任、主幹、

室長、課長等

へ昇格した

際に受講 

その職に到達した職員が受けるべき必須研修であり、不受講者

は原則として次級への昇格対象とはしない。 

２ 
課 題

研修 

職務の専門

性を高める

室長、課長等への昇格時には、課題研修の受講履歴ならび研修

内容の町業務への反映は必須とする。 
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研修 （課題研修：市町村アカデミー、自治研修所等の機関での研修

で、総務課長が課題研修と認めたもの） 

３ 

国、県

等 へ

の 派

遣 研

修 

一定期間、

国、県等へ派

遣され実務

研修を行う 

研修受講履歴に併せて、研修内容の町業務への反映の有無を、

昇格の優先材料とする。 

 

（４）自己向上要件 

今後、庁内で制度化する「職員提案制度」に基づきなされた提案について、以下のとおり昇

格へ反映していく。 

№ 提案内容 対象職員 昇格への反映 

１ 

「職員提案制度」に基づく

業務改善、施策、政策につ

いての提案 

課長級以下

の職員 

提案履歴の有無を、室長、課長等への昇格判

断を行う際の必須項目とする。 

 

 

 

７． 降格についての基準 

  地方公務員法、町条例等に基づく職員の降格制度の他に、勤務評定に関わる降格の基準を以下の

とおり定め、平成 20 年度から適用する。 

№ 評定結果の内容 降格内容 降格実施時期 降格後の給与 

１ 直近の２年間の勤務評点が連

続して「１」以下である職員 
１級下位の

級に降格す

る。 

直近の評定がなさ

れた翌年度４月か

ら適用する。 

降格後の号給は、降格前

の給与の直近下位の額と

する。 
２ 直近の３年間の勤務評点が連

続して「２」以下である職員 
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【参考】職務の各級において達成する要件 

（職員勤務評定における「期待される水準及び評定基準」の要約版） 

① 以下の各級における「達成する要件」は、職員がそれぞれの級で在級中に達成すべき要件で

す。 

② この「達成する要件」は、上位の級に昇格する一定の基準と理解してください。 

③ 各級にある職員の皆さんは、この「達成する要件」を目標に業務に取り組んでください。 

④ 併せて、下位の職員に対しては、個々の業務の指導と並行して、この「達成する要件」をク

リアすべく日常の指導を心がけてください。 

№ 級 職 達 成 す る 要 件 

１ 
１ 

級 

主 

事 

① 地方公務員としての自覚と勤務態度の確立。 

② 町行政の仕組みや業務を認識。 

③ 自己の業務に精通。 

④ 後輩に対して OJT 等の育成活動の習慣化確立。 

２ 
２ 

級 

主 

任 

① 町行政の各業務の意義を認識。 

② 自己の業務に必要な専門的分野の知識を習得。 

③ 上記知識を業務に活用。 

④ 下位の職員に対して的確に指導、助言。 

３ 
３ 

級 

主 

幹 

① 自己の業務ならびに関連業務について専門的知識を有し、自ら下位の職員を

統括し業務を遂行。 

② 下位の職員に対して的確な指導、助言を行う。 

③ 将来の室長として室の業務を統括することができるよう、管理者としてのマ

ネージメント能力を習得。 

④ 室長に次ぐ、室の取りまとめ役としての役割を担う。 

４ 
４ 

級 

室  

長 

① 課の課題や使命に基づき、室の目標の理解を室員に図る。 

② 室のスタッフに業務を適正に配分し、室を円滑に運営することで室としての実

績を上げる。 

③ スタッフを優秀な職業人として、次世代の管理職として育成する。 

④ 将来の課長として課の業務を統括することができるよう、管理者としてのマネ

ージメント能力を習得する。 

⑤ 課長に次ぐ、課の取りまとめ役としての役割を担う。 

５ 
５ 

級 

専

門

員 

① 自らの部署の業務ならびに町業務全般にわたる課題（特命の事務）を専門的

に調査・研究、検討する。 

② 上記に基づく施策の構築を提案、制度化を図る。 

③ 課員全体に、指導、助言を行うことを通じて育成を図る。 

課 

長 

① 時宜を捉えた町行政の課題や使命に基づき、課の目標の理解を課員に図る。 

② 課のスタッフに業務を適正に配分する。 

③ 課を円滑に運営する。 

④ 課としての実績を上げる。 

⑤ スタッフを優秀な職業人として、次世代の管理職として育成する。 

 


